
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

578 ○ 管理経費

分野別目標 1 ○ 法定受託事務

政 策 2

施 策 1

取 組 1

継続 主な事務事業

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） 大方　正光　 (427-0119) いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

25,507 10,045 14,772 6,637 56 73 47 56

- - -42.1% -99.6% 0.0%

6,515 13,913 13,996 10,717 10,716 11,029 10,442 10,716

865 391 149 149 202 501 149

6,515 14,778 14,387 10,866 10,865 11,231 10,943 10,865

17,357 9,951 7,803 5,500

6,969 1,137
8,150 94 0 0 56 73 47 56
0.85 1.82 1.83 1.42 1.42 1.46 1.41 1.42

0.59 0.27 0.07 0.07 0.08 0.1 0.07

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値 11,500人 11,500人 11,500人 11,500人

実績値 11,862人 12,817人 10,823人

全体目標値 11,500 全体目標達成度 94.1% 年度別達成度 103.2% 111.5% 94.1%

年度目標値 85回/年度 85回/年度 85回/年度 85回/年度

実績値 80回/年度 63回/年度 51回/年度

全体目標値 85 全体目標達成度 60.0% 年度別達成度 94.0% 74.0% 60.0%

年度目標値 50 60 65 70

実績値 50 67 79

全体目標値 100 全体目標達成度 79.0% 年度別達成度 100.0% 111.3% 121.5%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

113.0%単位

1.42

実
施
内
容

・街頭広報、住宅防火診断等
で普及啓発
・自治会会合等で設置説明会
・和歌山市火災犠牲者防止緊
急対策事業

・街頭広報、住宅防火診断等
で普及啓発
・自治会会合等で共同購入の
推奨
・イベントの実施

・街頭広報、アンケート調
査、及び住宅防火診断で普及
啓発
・平成２３年５月３１日まで
を住宅用火災警報器設置猶予
期間として、５月の１ヶ月を
住宅用火災警報器設置カウン
トダウン月間と定め、マリー
ナシティに於いて、消防音楽
隊によるカウントダウンコン
サート、煙体験ハウスを使用
して煙体験等のイベントを
１ヶ月間実施

・街頭広報、アンケート調査、
及び住宅防火診断で普及啓発と
維持管理
・イベントの実施

・街頭広報、アンケート調
査、及び住宅防火診断で普及
啓発と維持管理
・イベントの実施

96.3%

事
業
費
 
千
円

85回/年度

96回/年度

55

11,500人

11,072人

主な予算内訳 消耗品費　30千円、印刷製本費26千円

国庫支出金

149人件費

常勤職員

非常勤職員

平成25年度

計画

県支出金

10,865

0.0%

10,716

回

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 56

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
56一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

住宅用火災警報器の設置普及啓発人数（防火防災のつどい等の普及啓発）

0.07

住宅用火災警報器の設置普及啓発回数（防火防災のつどい等の普及啓発）

指標名及び達成状況

単位 人

成
果
指
標

住宅用火災警報器設置率(住宅への設置の割合）

単位 ％

単位

63

115.0%

件

事業進捗管理シート

火災をなくす市民運動関係事業(住宅用火災警報器の設置促進等)
事業区分(1)

事業経費

その他

予防体制の充実

安心して、安全に暮らせるまち

その他

○

款

事業種別

住宅の防火安全対策の推進

事業区分(2)
自治事務

消防・救急救助体制の充実

消防費

目 火災をなくす市民運動費

一般会計

消防費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

火災をなくす市民運動関係事業事項

事業期間 ～ 大事業

項

火災をなくす市民運動事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
市内の一般住宅を、春・秋の火災予防運動期間中等に、住宅防火診断等により住宅用火災警報器の
設置状況を把握するとともに設置指導及び維持管理を行う。また、市内の大型スーパー等で、街頭
広報やアンケート調査による普及啓発を実施する。

住宅火災による犠牲者の減少を図るため。

予防課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


